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   様式第１                                                                               新設届用 

 

特定工場新設届出書（一般用）           

及び実施制限期間の短縮申請書（一般用） 

 

                                                                        年  月  日 

      いなべ市長 様 

 

 

                                    届出者  氏名又は名称  ○○工業株式会社                                   

                              （ⅱ）       住        所    東京都千代田区丸之内１－１－１     （ｉ） 

                                            代表者氏名     取締役社長 山 田 一 郎         

 

 

                                     担当者                   電話    

 

     工場立地法第 6 条第１項の規定により、特定工場の新設について、次のとおり届け出るとともに、工場 

     立地法第１１条第１項の期間の短縮方を申請します。 

  １  特定工場の設置の場所  〒５１１－＊＊＊＊ 三重県いなべ市×××番地 （○○工場）  （ⅲ） 

 

 

 

 

 ２ 

 

 

 

 特定工場における製品名（加工修理業に属 

 するものにあっては加工修理の内容、電気 

 供給業、ガス供給業又は熱供給業に属する 

 ものにあっては特定工場の種類） 

 

  自動車車体製品 

 

 

 

 （ⅳ） 

 

 

  ３  特定工場の敷地面積                                   ７０，０００ ㎡  （ⅴ） 

 ４  特定工場の建築面積                      ３０，０００ ㎡  

 ５  特定工場における生産施設の面積  別紙１のとおり  （ⅵ） 

 ６  特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置  別紙２のとおり  

 ７  工業団地の面積並びに工業団地共通施設の面積及び工業団地の環境施設の配置  別紙３のとおり   （ⅶ） 

 ８  隣接緑地等の面積及び配置並びに負担総額及び届出者が負担する費用  別紙４のとおり  

 ９  特定工場の新設のための工事の開始の予  造成工事等      年  月  日  （ⅷ） 

   定日  施設の設置工事      年  月  日  

  ※ 整理番号       

  ※ 受理年月日     年  月  日  ※   

 

 

 

 

 

 

 ※ 

 審 

 査 

 結 

 果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備 

 

 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    備考 １ ※印の欄には、記載しないこと。 

       ２ ６欄から８欄について、規則第４条に規定する緑地以外の環境施設以外の施設と重複する土地及び規則第３ 

条に規定する建築物屋上等緑化施設はそれ以外の緑地と区別して記載すること。 

３ 法第６条第１項の規定による新設の届出の場合は、１欄から９欄までのすべての欄（特定工場の設置の場 

            所が工業団地に属しない場合は７欄を、工業集合地特例の適用を受けようとしない場合は８欄を除く。）に記 

            載すること。 

       ４ 法第７条第１項又は一部改正法附則第３条第１項の規定による変更の届出の場合は、１欄から９欄までの全 

            ての欄（特定工場の設置の場所が工業団地に属しない場合は７欄を、工業集合地特例の適用を受けようとしな 

            い場合は８欄を除く。）に記載するとともに、２欄から６欄まで及び８欄のうち変更のある欄については、変 

            更前及び変更後の内容を対照させること。 

       ５ 法第８条第１項の規定による変更の届出の場合は、１欄及び９欄に記載するとともに、２欄から６欄まで及 

            び８欄のうち変更のある欄については、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 

       ６ ９欄については、埋立及び造成工事を行う場合にあっては「造成工事等」の欄に、生産施設、緑地等の施設 

            の設置工事を行う場合にあっては「施設の設置工事」の欄に、それぞれ該当する日を記載すること。 

       ７ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図表、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格 A４とする 
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（ⅰ）代理人が届け出る場合は２段書きしてください（例１）。また、代表者の委任状を添付して 

ください（例２）。 

なお、前回の届出から代表者及び代理人の両者に変更が無い場合は、提出不要です。 

 

（例１）                    （例２） 

届出者 ◯◯工業株式会社 

東京都千代田区丸之内１－１－１ 

取締役社長 山田一郎 

 

代理人 ◯◯工業株式会社 ○○工場 

三重県いなべ市×××番地 

○○工場長 伊藤次郎     

担当者 ◯◯◯◯ 電話×××××××××× 

 

 

（ⅱ）実施制限期間の短縮を申請しない方は、「及び実施制限期間の短縮申請書」と「るとともに、

工場立地法第11条第１項の期間の短縮方を申請し」の部分を二重線で抹消してください。 

 

（ⅲ）末尾に工場名を記入してください。 

 

（ⅳ）変更前後の製品名の主なものを記入してください（業種及び業種番号は別途記入していた

だきます。） 

 

（ⅴ）「敷地面積」「建築面積」の考え方は、Ｐ. 53を参照してください。 

面積の算定に際しては、少数点以下は切り捨てにしてください。（複数の建築物がある場合 

は、各々の建築物について少数点以下を切り捨てた上で合算することとなります。） 

 

（ⅵ）別図として「生産施設、緑地、緑地以外の環境施設、その他の主要施設の配置図」（Ｐ. 23

参照）を添付してください。 

 

（ⅶ）該当のある場合は、別紙３（P. 18参照）、別紙４（P. 19参照）を作成してください。 

該当の無い場合は「該当なし」と記入してください。 

 

（ⅷ）造成工事の開始予定日は「造成工事等」欄に、その他の工事の開始予定日は「施設の設置

工事」欄に記入してください。 
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　　　　　　　　　　　　　　　委任状

　私は三重県いなべ市×××番地における○○工業
株式会社○○工場長伊藤次郎を代理人と定め下記の
事項を委任します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　工場立地法に基づく届出に関する一切の権限

　　令和　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　東京都千代田区丸之内１－１－１
　　　　　　　　　　　　　○○工業株式会社
　　　　　　　　　　　　　取締役社長　山田一郎



































   様式第１                                                                             変更届用 
 

特定工場変更届出書（一般用）           
 及び実施制限期間の短縮申請書（一般用） 

 
                                                                          年   月   日 
      いなべ市長 様 
 
 
                                    届出者  氏名又は名称 ○○工業株式会社                                             
                                       住        所  東京都千代田区丸之内１－１－１    （ⅰ） 
                        （ⅲ）         代表者氏名    取締役社長 山田 一郎 
 
                                    担当者              電話   

 
    工場立地法第８条第１項（第７条第１項、工場立地の調査等に関する法律の一部を改正する法律  （ⅱ） 
（昭和48年法律第108号。以下「一部改正法」という。）附則第３条第１項）の規定により、特定 
工場の変更について、  次のとおり届出るとともに、工場立地法第11条第１項の期間の短縮方を申 
請します。 

 

 １  特定工場の設置の場所  〒511-**** 三重県いなべ市×××番地（○○工場）      （ⅳ）        

 ２ 

 
 
 

 特定工場における製品名（加工修理業に属 

 するものにあっては加工修理の内容、電気 
 供給業、ガス供給業又は熱供給業に属する 
 ものにあっては特定工場の種類） 

変更前 

 
 自動車車体部品 
 

 変更後 

 
 変更なし 
 

     （ⅴ）        
             
     （ⅵ）        
             

 ３  特定工場の敷地面積  変更前     ７０，０００ ㎡  変更後    ７１，０００ ㎡  ＋1,000 △        

 ４  特定工場の建築面積  変更前     ３０，０００ ㎡  変更後    ３３，０００ ㎡  ＋9,000 △5,000        

 ５  特定工場における生産施設の面積  別紙１のとおり                 

 ６  特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置  別紙２のとおり       （ⅶ）          

 ７  工業団地の面積並びに工業団地共通施設の面積及び工業団地の環境施設の配置  別紙３のとおり                  

 ８  隣接緑地等の面積及び配置並びに負担総額及び届出者が負担する費用  別紙４のとおり       （ⅷ）           

 ９  特定工場の変更のための工事の開始の予  造成工事等     年  月  日               

  定日  施設の設置工事     年  月  日      （ⅸ）         

 ※ 整理番号                    

 ※ 受理年月日     年  月  日  ※               
 ※ 
 審 
 査 
 結 
 果 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 備 
 
 考 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

             
             
             
             
             
             
             

    備考 １ ※印の欄には、記載しないこと。 

       ２ ６欄から８欄について、規則第４条に規定する緑地以外の環境施設以外の施設と重複する土地及び規則第３ 

条に規定する建築物屋上等緑化施設はそれ以外の緑地と区別して記載すること。 
３ 法第８条第１項の規定による変更の届出の場合は、１欄及び９欄に記載するとともに、２欄から６ 

        欄まで及び８欄のうち変更のある欄については、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 
       ４ 法第７条第１項又は一部改正法附則第３条第１項の規定による変更の届出の場合は、１欄から９ 
        欄までの全ての欄（特定工場の設置の場所が工業団地に属しない場合は７欄を、工業集合地特例の 
        適用を受けようとしない場合は８欄を除く。）に記載するとともに、２欄から７欄まで及び８欄のう 
        ち変更のある欄については、変更前及び変更後の内容を対照させること。 
          ５ ９欄については、埋立及び造成工事を行う場合にあっては「造成工事等」の欄に、生産施設、緑地 
             等の施設の設置工事を行う場合にあっては「施設の設置工事」の欄に、それぞれ該当する日を記載す 
             ること。 
       ６ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図表、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格A４とする 
        こと。 
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（ⅰ）代理人が届け出る場合は２段書きしてください（例１）。また、代表者の委任状を添付して 

ください（例２）。 

なお、前回の届出から代表者及び代理人の両者に変更が無い場合は、提出不要です。 

 

（例１）                    （例２） 

届出者 ◯◯工業株式会社 

東京都千代田区丸之内１－１－１ 

取締役社長 山田一郎 

 

代理人 ◯◯工業株式会社 ○○工場 

三重県いなべ市×××番地 

○○工場長 伊藤次郎     

担当者 ◯◯◯◯ 電話×××××××××× 

 

 

（ⅱ）一般的な変更の届出（第８条第１項）（P.52参照）を行う場合は、「（第７条第１項工場立

地の調査等～附則第３条第１項）」の部分を二重線で抹消してください。 

※工場立地法第７条（要旨）・・・法改正により、既に設置している工場が、新たに特定工

場となった場合に届出を行わなければならない旨を定め

たもの。 

※一部改正法附則第３条第１項（要旨）・・・昭和４９年６月２９日以後に、既存の特定工

場が最初の変更をしようとする場合の届出に

関する規定を定めたもの。 

（ⅲ）実施制限期間の短縮を申請しない方は、「及び実施制限期間の短縮申請書」と「るとともに、

工場立地法第11条第１項の期間の短縮方を申請し」の部分を二重線で抹消してください。 

（ⅳ）末尾に工場名を記入してください。 

（ⅴ）変更前後の製品名の主なものを記入してください（業種及び業種番号は別途記入していた

だきます。） 

（ⅵ）「敷地面積」及び「建築面積」（P.53参照）の増加面積、減少面積をそれぞれ記入してくだ

さい。（例えば500㎡の倉庫をスクラップして同面積の倉庫を建てた場合は「＋500、△500」

としてください。 

また、面積の算定に際しては、少数点以下は切り捨てにしてください。（複数の建築物があ

る場合は、各々の建築物について少数点以下を切り捨てた上で合算することとなります。） 

（ⅶ）別図として「生産施設、緑地、緑地以外の環境施設、その他の主要施設の配置図」（Ｐ. 41

参照）を添付してください。 

（ⅷ）該当のある場合は、別紙３（P. 36参照）、別紙４（P. 37参照）を作成してください。 

該当の無い場合は「該当なし」と記入してください。 

（ⅸ）造成工事が行われる場合（敷地の増減のみの変更の場合を含む）は「造成工事等」欄に、

その他の工事の開始予定日は「施設の設置工事」欄に記入してください。 
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　　　　　　　　　　　　　　　委任状

　私は三重県いなべ市×××番地における○○工業
株式会社○○工場長伊藤次郎を代理人と定め下記の
事項を委任します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　工場立地法に基づく届出に関する一切の権限

　　令和　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　東京都千代田区丸之内１－１－１
　　　　　　　　　　　　　○○工業株式会社
　　　　　　　　　　　　　取締役社長　山田一郎





























































 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和 2年 12月） 

 

〒511-0498 

三重県いなべ市北勢町阿下喜 31番地 

いなべ市都市整備部都市整備課 

ＴＥＬ 0594-86-7807 

ＦＡＸ 0594-86-7870 

 

お問い合わせ先 


